
「中部地域の景況感の現状(４～６月期)と

見通し(10～12月期まで)」

〔今回のポイント〕

中部地域の景況判断

４～６月期の中部地域の景況判断（「良い」－「悪い」社数構成比）は、

▲８８.１と依然として極めて厳しい状況ながら、前期に比べ僅か４.２Ｐで

はあるが、９期ぶりに改善に転じた。

生産規模の大幅な縮小を行ってきた効果が浸透してきたことや、企業業績

の大幅悪化に下げ止まりの動きが見られることはあるものの、他方で雇用や

機械設備の過剰感は一段と強まっており、全体として底ばいの状況にあるも

のと見られる。

先行きについては、過度の悲観的な見方が薄らぎつつあるものの、依然と

して米国経済や個人消費の先行きに対する懸念は根強く、持ち直しは10～12

月期以降になるものと見られている。

〔調査の概要〕

◎調査時期 ： 平成21年５月21日～６月８日

◎回 答 ： ３２２社 （回答率45.2％、対象７１２社）

→(予測)

4-6月期
(4.2P)

▲ 39.0

▲ 72.9

▲ 88.1-100
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(1)中部地域の景況判断 〔現況判断・見通し ： 「良い」－「悪い」 〕

→(予測)

4-6月期
(4.2P)

【景況判断（Ｄ．Ｉ．）の内訳】

[３月] １ :悪い ２ :さほど良くない ３ :良い Ｄ.Ｉ. (良い-悪い)

92.3% 7.7% 0.0% ▲ 92.3

[今回] １ :悪い ２ :さほど良くない ３ :良い Ｄ.Ｉ. (良い-悪い)

88.1% 11.9% 0.0% ▲ 88.1

◎先行きについては、過度の悲観的な見方が薄らぎつつあるものの、依
然として米国経済や個人消費の先行きに対する懸念は根強く、持ち直し
は10-12月期以降になるものと見られている。

◎景況感は、▲88.1と依然として極めて厳しい状況ながら、前期に比べ僅
か4.2Ｐではあるが、９期ぶりに改善に転じた。

[現状]

[今後]

4.2p

▲ 39.0

▲ 72.9

▲ 88.1-100
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(2)機械設備水準判断（製造業） 〔現況判断・見通し ： 「不足」－「過剰」 〕

→（予測）

(-3.1P)

【機械設備水準判断（Ｄ．Ｉ．）の内訳】

[３月] １ :過剰 ２ :適正 ３ :不足 Ｄ.Ｉ. (不足-過剰)

73.6% 26.4% 0.0% ▲ 73.6

[今回] １ :過剰 ２ :適正 ３ :不足 Ｄ.Ｉ. (不足-過剰)

76.7% 23.3% 0.0% ▲ 76.7

-3.1p

[現状]

[今後]

◎製造業における機械設備水準判断は、前期に比べさらに3.1ﾎﾟｲﾝﾄ悪化
して▲76.7と、過剰感が極めて強い状況に陥っている。

◎「過剰」とする企業が４分の３を超える状況となっている。

◎先行きについても、来期にかけて底這いの状況が続くものと見込ま
れている。

▲ 76.7

▲ 57.0

▲ 70.3
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(3)雇用判断 〔現況判断・見通し ： 「不足」－「過剰」 〕

→（予測）

(-3.9P)

【雇用判断（Ｄ．Ｉ．）の内訳】

[３月] １ :過剰 ２ :適正 ３ :不足 Ｄ.Ｉ. (不足-過剰)

52.6% 41.0% 6.5% ▲ 46.1

[今回] １ :過剰 ２ :適正 ３ :不足 Ｄ.Ｉ. (不足-過剰)

54.7% 40.6% 4.7% ▲ 50.0

◎雇用判断は、前期に比べ3.9ﾎﾟｲﾝﾄ悪化して▲50.0と、５期続けての悪化と
なり、調査開始以来最悪の結果となった。過剰感は一段と強まっている。

[現状]

[今後]

◎「適正」とする企業が４割あるものの、「過剰」とする企業が５割を超えて
さらに増加しており、過剰感は一段と強まっている。

-3.9p

◎先行きについては、来期においてもほぼ横ばいにとどまるものと見られ
ている。

▲ 45.6

▲ 27.7

▲ 50.0
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(4)業種別・業績判断 〔現況判断 ： 「良い」－「悪い」 〕

（-8.1P）建

（+6.0P）非

全

（+3.4P）

（+5.5P)製

(5)業種別・設備投資計画判断 〔現況判断 ： 「積増し」－「縮小・繰り延べ」 〕

（+35.1P）建

非
（+16.9P）

（+25.6P）
全

（+31.3P)製

◎製造業、非製造業（除．建設業）ともに、業績判断の大幅な悪化には、下げ止
まりの動きが見られている。

◎製造業、非製造業（除．建設業）、建設業ともに、設備投資計画判断に改善の
動きが出始めた。

▲ 41.7

▲ 47.0

▲ 39.2

▲ 31.6
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〔全 産 業〕
〔製 造 業〕

〔非製造業(除.建設業)〕
〔建 設 業〕

▲ 61.1

▲ 77.6

▲ 49.6

▲ 47.7
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(6)業種別・雇用判断 〔現況判断 ： 「不足」－「過剰」 〕

（-4.6P）建

(-12.6P）非

（+6.2P）製

◎非製造業（除．建設業）、建設業においてはさらに過剰感が強まっている。

◎製造業においては、僅かながら５期ぶりに改善したものの、▲6７.２と、依然と
して大幅に過剰な状況に陥っている。

▲ 67.2

▲ 40.2

▲ 29.6
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(7)景気の先行き不安要因
（複数回答）

(8)業績予想の前提

①原油価格〔通関（ＣＩＦ）〕

②対ドル・円レート〔銀行間直物〕

85%

66%

41%

46%

31%

47%

85%

69%

44%

40%

31%

25%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

米国経済の先行き

個人消費の低迷

設備投資の低迷

円高

中国経済の先行き

悲観的見方のまん延

３月

今回

90～95円未満, 36% 7%

9% 90～95円未満, 65%
95～100円未満,
20%

95～100円未満,
55%

4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

３月調査

今回

80円未満 80～85円未満 85～90円未満 90～95円未満

95～100円未満 100～105円未満 105～110円未満 110円以上

～40$,
3%

～40$,
6%

40～50$未満, 27%

40～50$未満, 28%

50～60$未満, 40%

50～60$未満, 47%
60～70$未満,
15%

60～70$未満, 26%
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３月調査

今回

～40$ 40～50$未満 50～60$未満 60～70$未満 ～80$ ～90$ ～100$ 100$～
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日本経済の現状認識と経済政策について

１．日本経済の現状認識について
①景気現状について

②日本経済全体の景気が底を打って回復に向かう時期について

③平成21年度の経済成長率（ＧＤＰ）見通しについて

○大きく後退と後退で４割あるものの、概ね横ばいとする見方が３割を超えてきており、下
げ止まりの動きが見られはじめている。

○平成21年中に底を打つと見る企業が７割を超えており、先行きの不透明感が若干薄ら
ぎつつある。

○20年度に引き続きマイナス成長になるとの見方が強くなっている。

後退している, 36%

4% 概ね横ばい, 34%

6%

緩やかに後退,
21%

後退している, 29% 12%

大きく後退してい
る, 56%
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３月調査

今回

緩やかに拡大 概ね横ばい 緩やかに後退 後退している 大きく後退している

0～1％, 16%-2％以下, 35%

-2％以下, 26%

-2～-1％, 23%

-2～-1％,
17%

-1～0％, 18%

-1～0％, 18% 0～1％, 25% 1～2％, 14%

5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

３月調査

今回

-2％以下 -2～-1％ -1～0％ 0～1％ 1～2％ ２％以上

ﾌｫｰｶｽ①

7-9月, 15%

来4-6月以降, 21%

3%

1-3月,
11% 現在（4-6月）, 20%

4-6月, 15%

7-9月, 19% 10-12月, 21%

10-12月, 19%

9%

来1-3月,
43%

来4-6月以降, 37%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

３月調査

今回

1-3月 現在（4-6月） 7-9月 10-12月 来1-3月 来4-6月以降
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④日経平均株価の見通しについて（21年末）

２．経済危機対策・平成21年度補正予算の中で最も期待する対策について

○金融対策への期待とともに、雇用対策への期待が強くなっている。

○年末において１万円を回復するとの見方が３割近くにまで増加し、８千円未満と見る方
が２％にまで減少している。

8千～１万円, 71%

8千円未満, 24%

2%

8千～１万円, 72%

1万～1.2万円, 26%

4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

３月調査

今回

8千円未満 8千～１万円 1万～1.2万円 1.2～1.4万円 1.4～1.6万円 1.6万円以上

雇用対策, 27% 金融対策, 34%
低炭素革命,
14%

健康長寿・
子育, 2%

底力発揮・
ｲﾝﾌﾗ, 7%

地域活性化
等, 12%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1

雇用対策 金融対策 低炭素革命 健康長寿・子育 底力発揮・ｲﾝﾌﾗ

地域活性化等 安全・安心確保等 地方公共団体 その他
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① 景気回復の芽として期待すること

② （輸出をされている企業の方へ）貴社の輸出の増減について

③ 増加地域 ④ 減少地域
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○米国・ＥＵ・アジア向けについては、前回とほぼ同等の結果となったが、中国向けについ
て、「増加している」とする企業が若干増え、「減少している」とする企業が減っている。

○米国景気の回復への期待が最も高くなっており、続いて、消費マインドの回復、景気対
策の効果発揮など、内需の回復への期待も高い。

景気回復の芽として期待すること

ﾌｫｰｶｽ②

3%

3%

11%

横ばい, 19% 減少, 78%

減少, 87%
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３月調査

今回

増加 横ばい 減少
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68%

41%

51%
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17%

64%

40%

37%

52%

19%
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３月調査

今回

83%

52%

40%

38%

33%

32%

23%

23%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

米国景気の回復

消費ﾏｲﾝﾄﾞの回復

景気対策の効果発揮

株価の回復

設備投資底打ち

中国景気の回復

在庫調整の進展

為替ﾚｰﾄの安定


